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・「トンネル覆工コンクリートの品質確保
に関する提案」について最大５点
・「坑口周辺及び近隣地域における環境配
慮、立坑及びトンネル坑内における作業
員の安全対策に関する提案」について最
大５点
さらに、次回以降の総合評価落札方式に
よる工事の企業の技術力の評価において
も評価を減じる措置を行うことがある。

４ 契約後ＶＥに関する事項（優遇措置）
本工事において契約後にＶＥ提案を行った者
に対しては、その達成の程度により、機構が本
工事の竣工後に行う総合評価落札方式による工
事の企業の技術力の評価において優遇する。
優遇される期間は、本工事が竣工した年度の
翌年度から４年間とする。
５ 入札手続き等
 契約担当窓口 〒3306008 埼玉県さいた
ま市中央区新都心11番地２（ランド・アクシ
ス・タワー内）独立行政法人水資源機構 技
術管理室契約企画課 松崎 電話048600
6534（直通） ＦＡＸ0486006588
本件に関する問い合わせは、９時30分～17
時まで（土曜日、日曜日及び祝日並びに12時
から13時までを除く。）
 入札説明書等の交付期間等
 交付期間 令和元年12月12日（木）から
令和２年１月16日（木）17時まで。
 交付方法 別途指定するアドレスからの
ダウンロードによる。
なお、アドレス等については契約担当
窓口まで問い合わせること。
 交付費用 交付費用は無料とする。
 見積りに必要な歩掛見積参考資料等の追加
交付 見積りに必要な歩掛見積参考資料等の
追加交付については、以下のとおり別途交付
する。
 交付期間 令和２年１月30日（木）
 交付方法 別途指定するアドレスからの
ダウンロードによる。
なお、アドレス等については契約担当
窓口まで問い合わせること。

 確認申請書等及び技術提案の提出方法等
 提出方法 持参又は郵送（信書として送
達し、かつ、配達の記録が残る方法）によ
り提出することとし、電送によるものは受
け付けない。
なお、紙媒体の提出と併せて、電子媒体
でも提出すること。
 提出期間 令和元年12月13日（金）から
令和元年１月16日（木）17時まで。
ただし、持参する場合は、上記機関の行
政機関の休日を除く毎日９時30分から17時
まで（12時から13時を除く）
 提出先 契約担当窓口に同じ。
 入札書の提出方法及び開札日時等
 持参又は郵送（信書として送達し、かつ、
配達の記録が残る方法）により提出するこ
ととし、電送によるものは受け付けない。
 提出期間 令和２年２月19日（水）から
令和２年２月27日（木）17時まで機構に到
着した入札書に限り有効とする。ただし、
持参する場合は、上記機関の行政機関の休
日を除く毎日９時30分から17時まで（12時
から13時を除く）
 提出先 契約担当窓口に同じ。
 開札日時 令和２年３月５日（木）10時
00分
 開札場所 独立行政法人水資源機構本社
７階入札執行室

 再度の入札 入札者又はその代理人の入札
のうち、予定価格の制限に達した価格の入札
がないときは、再度の入札を行う。

６ 確認申請書等及び技術提案のヒアリングにつ
いて
 確認申請書等及び技術提案の内容について
のヒアリングは原則として行わない。
 ヒアリングの必要が生じた場合は別途通知
する。この場合、出席者は、確認申請書等又
は技術提案の内容を説明できる者とする。

７ 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金
 入札参加者は、入札保証金を機構に納付
することとする。ただし、水資源債券の提
供又は銀行等の保証をもって入札保証金の
納付に代えることができる。また、入札保
証保険契約の締結又は契約保証の予約を受
けた場合は、入札保証金を免除する。

 提出方法 ５に同じ。
 提出期間 ５に同じ。
 提出先 ５に同じ。
 契約保証金 受注者は、契約保証金を機構
に納付することとする。ただし、水資源債券
の提供、銀行等又は保証事業会社の保証を
もって契約保証金の納付に代えることができ
る。また、公共工事履行保証証券による保証
を付し、又は履行保証保険契約の締結を行っ
た場合は、契約保証金の納付を免除する。

８ 開札
入札者又はその代理人の入札のうち、予定価
格の制限に達した価格の入札がないときは、再
度の入札を行う。
９ 入札の無効等

競争参加資格のある者のした入札であって
も、確認申請書等に虚偽の記載をした者の入札
及び競争契約入札心得及び現場説明書において
示した入札に関する条件に違反した入札者並び
に開札時において、「２ 競争参加資格」に掲げ
る資格のない者のした入札は、無効とするとと
もに、無効の入札を行った者を落札者としてい
た場合には、落札決定を取り消すこととする。
10 落札者の決定方法
予定価格の制限の範囲内で、３の評価値が
最も高い者を落札者とする。ただし、落札者と
なるべき者の入札価格によっては、その者によ
り当該契約の内容に適合した履行がなされない
おそれがあると認められるとき、又はその者と
契約を締結することが公正な取引の秩序を乱す
こととなるおそれがあって著しく不適当である
と認められるときは、予定価格の制限の範囲内
の価格をもって入札した他のうち、３の評価
値が最も高い者を落札者とすることがある。
11 低入札価格調査
低価格の入札については、その価格により当
該契約の内容に適合した履行がなされないおそ
れがあるかどうかについて、「低入札価格調査」
を行う。（詳細は入札説明書のとおり。）
なお、このうち、著しい低価格により、工事
品質が確保されないおそれがあると認められる
場合は、積算の合理性や現実性等を徹底して調
査する「重点調査」を実施する。

12 契約書の作成
別冊契約書案により、契約書を作成するもの
とする。
ただし、低入札価格調査を受けた者との契約
については、前金払の割合を請負代金額の「10
分の４以内」から「10分の１以内」とする。ま
た、部分払の回数は、契約期間において毎月の
支払いが可能な回数とする。
なお、この場合、中間前払は選択できない。

13 配置予定技術者の確認
落札者の決定後（契約締結後）、資格要件を

満たしていないことが判明した場合又はＣＯＲ
ＩＮＳ等により配置予定技術者の専任制違反の
事実が確認された場合には、契約を結ばない（解
除する）ことがある。
14 別に配置を求める技術者
調査基準価格を下回った価格をもって契約す
る場合においては、監理技術者とは別に、同等
の要件を満たす技術者の配置を求めることがあ
る。（入札説明書参照。）
15 関連情報を入手するための照会窓口
関連情報を入手するための照会窓口は、５
契約担当窓口に同じ。
16 入札の延期等
 不正な行為等があると認められるときは、
入札の延期若しくは中止又は落札者の決定若
しくは契約の締結の取消しをすることがあ
る。
 機構の事由により、入札の延期又は中止を
することがある。

17 独立行政法人が行う契約の公表
独立行政法人が行う契約については、「独立行
政法人の事務・事業の見直しの基本方針」(平
成22年12月７日閣議決定）において、独立行政
法人と一定の関係を有する法人と契約をする場
合には、当該法人への再就職の状況、当該法人
との間の取引等の状況について情報を公開する
などの取組を進めるとされていることから、該
当する法人は、機構との関係に係る情報を機構
のホームページで公表する。
公表の対象となる契約の詳細は、
http://www.water.go.jp/honsya/honsya/

keiyaku/index.htmlによる。

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